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実質ＧＤＰ（Gross Domestic Product） 

実質ＧＤＰ 名目ＧＤＰ ＧＤＰ

個人消費 住宅投資 設備投資 在庫投資 政府支出 純輸出 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

輸出 輸入

2005 ＋3.3 ＋3.5 ＋6.6 ＋7.0 (＋0.15) ＋0.6 (▲0.22) ＋6.2 ＋6.3 ＋9.5 ＋3.2

2006 ＋2.7 ＋3.0 ▲7.6 ＋7.1 (▲0.35) ＋1.5 (＋0.34) ＋9.0 ＋6.3 ＋5.8 ＋3.1

2007 ＋1.8 ＋2.2 ▲18.8 ＋5.9 (▲0.13) ＋1.6 (＋0.95) ＋9.3 ＋2.5 ＋4.5 ＋2.7

2008 ▲0.3 ▲0.3 ▲24.0 ▲0.7 (▲0.62) ＋2.8 (＋0.73) ＋5.7 ▲2.6 ＋1.7 ＋1.9

2009 ▲2.8 ▲1.6 ▲21.2 ▲15.6 (＋0.16) ＋3.1 (＋1.06) ▲8.8 ▲13.7 ▲2.0 ＋0.8

2010 ＋2.5 ＋1.9 ▲2.5 ＋2.5 (＋0.76) ＋0.1 (▲0.58) ＋11.9 ＋12.7 ＋3.8 ＋1.2

2011 ＋1.6 ＋2.3 ＋0.5 ＋7.7 (＋0.20) ▲3.0 (▲0.03) ＋6.9 ＋5.5 ＋3.7 ＋2.1

2012 ＋2.3 ＋1.8 ＋13.5 ＋7.2 (▲0.48) ▲1.4 (＋0.26) ＋3.3 ＋2.3 ＋4.2 ＋1.8

2013 ＋2.2 ＋2.4 ＋11.9 ＋3.0 (＋0.54) ▲2.0 (＋0.26) ＋3.0 ＋1.1 ＋3.7 ＋1.5

12/1Q ＋2.2 ＋2.8 ＋25.5 ＋5.9 (▲0.20) ▲2.7 (▲0.11) ＋1.3 ＋1.8 ＋4.4 ＋2.1

12/2Q ＋1.6 ＋1.3 ＋4.3 ＋4.4 (＋0.27) ▲0.4 (▲0.04) ＋4.8 ＋4.0 ＋3.5 ＋1.8

12/3Q ＋2.5 ＋1.9 ＋14.0 ＋0.8 (▲0.19) ＋2.7 (＋0.39) ＋2.1 ▲0.6 ＋4.4 ＋2.1

12/4Q ＋0.1 ＋1.9 ＋20.3 ＋3.6 (▲1.80) ▲6.0 (＋0.79) ＋1.5 ▲3.4 ＋1.6 ＋1.3

13/1Q ＋2.7 ＋3.6 ＋7.8 ＋1.5 (＋0.70) ▲3.9 (▲0.08) ▲0.8 ▲0.2 ＋4.2 ＋1.3

13/2Q ＋1.8 ＋1.8 ＋19.0 ＋1.6 (＋0.30) ＋0.2 (▲0.54) ＋6.3 ＋8.5 ＋2.9 ＋1.2

13/3Q ＋4.5 ＋2.0 ＋11.2 ＋5.5 (＋1.49) ＋0.2 (＋0.59) ＋5.1 ＋0.6 ＋6.2 ＋1.7

13/4Q ＋3.5 ＋3.7 ▲8.5 ＋10.4 (▲0.34) ▲3.8 (＋1.08) ＋10.0 ＋1.3 ＋5.0 ＋1.5

14/1Q ▲2.1 ＋1.2 ▲5.3 ＋1.6 (▲1.16) ▲0.8 (▲1.66) ▲9.2 ＋2.2 ▲0.8 ＋1.3

14/2Q ＋4.2 ＋2.5 ＋7.2 ＋8.4 (＋1.39) ＋1.4 (▲0.43) ＋10.1 ＋11.0 ＋6.4 ＋2.1

（注）数字は前期比年率伸び率。但しカッコ内は対実質ＧＤＰ寄与度（前期比年率ベース）
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14年４－６月期の実質ＧＤＰ改定値（２次推定）は、前期比年率＋4.2％と速報値

（１次推定）の同＋4.0％から上方修正され、市場予想の前期比年率＋3.9％を上回った。

住宅投資、政府支出が下方修正された一方で、設備投資、輸出が上方改定された。設備

投資では、構築物投資が前期比年率＋9.4％（速報同＋5.3％）、機械設備投資が同＋

10.7％（同＋7.0％）、知的財産が同＋4.4％（同＋3.5％）と全項目で上方修正された。

国内最終需要も、前期比年率＋3.1％と速報の同＋2.8％から上方修正された。 

 

以下では、改定後の数値で１－３月期からの動向をみる。14年４－６月期の実質ＧＤ

Ｐ成長率は、前期比年率＋4.2％（１－３月期同▲2.1％）とプラス成長に転じた。住宅

投資や政府支出が３四半期ぶりに増加したうえ、個人消費、設備投資が加速するなど、

実質国内最終需要は前期比年率＋3.1％（１－３月期同＋0.7％）と拡大ペースを速めた。

このような国内最終需要のもとで、輸出の回復により純輸出のＧＤＰ寄与がマイナス幅

を縮小したほか、在庫投資のＧＤＰ寄与が大幅なプラスとなったことで、実質ＧＤＰ成

長率が押し上げられた。 

実質ＧＤＰ成長率は４－６月期に前期比年率＋4.2％と高い伸びとなったものの、１

－３月期の厳冬による落ち込みの反動による部分も大きく、持続性はないと考えられる。

設備投資設備投資設備投資設備投資のののの大幅大幅大幅大幅上方改上方改上方改上方改

定定定定を主因にを主因にを主因にを主因に、、、、ＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ改改改改

定定定定値値値値はははは市場市場市場市場予想予想予想予想に反しに反しに反しに反し

てててて上方上方上方上方修正修正修正修正されたされたされたされた    

４－６月期の実質ＧＤ４－６月期の実質ＧＤ４－６月期の実質ＧＤ４－６月期の実質ＧＤ

Ｐ成長率は前期比年率Ｐ成長率は前期比年率Ｐ成長率は前期比年率Ｐ成長率は前期比年率

＋＋＋＋4.4.4.4.2222％、実質国内最％、実質国内最％、実質国内最％、実質国内最

終需要は同＋終需要は同＋終需要は同＋終需要は同＋3.13.13.13.1％の％の％の％の

伸び伸び伸び伸び    
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ただし、米国経済はＦＲＢの金融緩和策によるバランスシートの改善などを背景に、基

本的には前期比年率＋２％台後半の安定的な拡大基調を維持できる状態に回復している

と判断される。 

 

変動が大きいＧＤＰ成長率の基調（３四半期移動平均）をみると、実質ＧＤＰ成長率

は、昨年後半に在庫投資、減税終了前の駆け込み等によって押し上げられた後、14年１

－３月期には寒波の影響で押し下げられた。この反動で４－６月期の成長率が高まった

が、落ち込みの程度に比べると強くなかったため、４－６月期は前期比年率＋1.8％と

鈍化している。 

一方、内需の強さを示す実質国内最終需要は４－６月期で前期比年率＋2.2％と引き

続き緩やかな拡大基調を維持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－６月期の需要項目別の詳細をみると、個人消費は前期比年率＋2.5％（１－３月

期同＋1.2％）と小幅加速した。雇用・所得の緩やかな拡大のほか、借入環境の改善な

ど、個人消費を支える要因は多くなっている。このような中で、１－３月期に悪天候で

押し上げられた住宅関連支出が減少に転じたほか、金融関連サービスの伸びが鈍化した

ため、サービス消費が減速した。一方で、悪天候の影響がなくなり自動車、家具などの

耐久財消費のほか、衣料品等の非耐久財消費が加速した。 

住宅投資は悪天候等によって２四半期連続で落ち込んだ反動もあり前期比年率＋

7.2％（１－３月期同▲5.3％）と３四半期ぶりの増加となった。 

企業部門では、設備投資がＣＥＯの景気見通しの改善、企業収益の改善によって前期

比年率＋8.4％（１－３月期同＋1.6％）と加速した。内訳では、知的財産が前期比年率

＋4.4％（同＋4.6％）と小幅減速したものの、構築物投資が同＋9.4％（同＋2.9％）と

加速したうえ、駆け込みの反動で１－３月期に落ち込んだ機械設備投資が同＋10.7％

（同▲1.0％）と増加に転じた。また、在庫投資は、１－３月期に昨年後半に水準が高

まった反動や悪天候によって積み増しペースが抑制された影響で、４－６月期に拡大ペ

ースを速め、同期のＧＤＰを前期比年率＋1.39％ｐと大幅に押し上げた（１－３月期は

同▲1.16％ｐのＧＤＰ押し下げ）。 

政府支出は、税収の増加による地方政府の支出拡大を背景に前期比年率＋1.4％（１

個人消費、設備投資個人消費、設備投資個人消費、設備投資個人消費、設備投資

が加速したほか、住が加速したほか、住が加速したほか、住が加速したほか、住

宅投資、政府支出が宅投資、政府支出が宅投資、政府支出が宅投資、政府支出が

増加に転じた増加に転じた増加に転じた増加に転じた    

国内最終需要は緩や国内最終需要は緩や国内最終需要は緩や国内最終需要は緩や

かな拡大トレンドかな拡大トレンドかな拡大トレンドかな拡大トレンド    
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－３月期同▲0.8％）と増加した。連邦政府支出全体は同▲0.9％と７四半期連続で減少

した。一方、州地方政府支出は同＋2.9％（同▲1.3％）と増加に転じた。 

純輸出では、輸入が在庫積み増しの動きを映じて前期比年率＋11.0％（同＋2.2％）

と加速した。一方で、輸出は１－３月期に北米での寒波や、欧州の暖冬、新興国の景気

減速等を背景に減少した反動に加えて、輸出先需要の回復を受け、前期比年率＋10.1％

（同▲9.2％）と増加に転じた。この結果、純輸出のＧＤＰ寄与度は前期比年率▲

0.43％ｐ（１－３月期の同▲1.66％ｐ）とマイナス幅を縮小した。    

    

14 年７－９月期には、４－６月期に天候の改善によって押し上げられた個人消費、

住宅投資、設備投資、政府支出などが鈍化すると予想され、国内最終需要の増加ペー

スは小幅減速すると見込まれる。また、在庫投資は、４－６月期に大幅に積み上げら

れたため、７－９月期に積み増しペースは抑制されるとみられ、同期のＧＤＰ押し下

げ要因となろう。一方で、純輸出では、輸出先の景気拡大ペースの加速により、輸出

の高い伸びが期待されるほか、輸入は在庫の積み増し抑制等の影響で伸びが鈍化する

と予想され、純輸出のＧＤＰ寄与度はプラスに転じると見込まれる。この結果、14 年

７－９月期の実質ＧＤＰ成長率は、前期比年率＋２％台半ばにスピード調整する公算

が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14141414 年７－９月期は前年７－９月期は前年７－９月期は前年７－９月期は前

期比年率＋２％台半ば期比年率＋２％台半ば期比年率＋２％台半ば期比年率＋２％台半ば

の成長となる公算の成長となる公算の成長となる公算の成長となる公算    
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実質ＧＤＰ（Gross Domestic Product） 

実質ＧＤＰ 名目ＧＤＰ ＧＤＰ

個人消費 住宅投資 設備投資 在庫投資 政府支出 純輸出 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

輸出 輸入

2005 ＋3.3 ＋3.5 ＋6.6 ＋7.0 (＋0.15) ＋0.6 (▲0.22) ＋6.2 ＋6.3 ＋9.5 ＋3.2

2006 ＋2.7 ＋3.0 ▲7.6 ＋7.1 (▲0.35) ＋1.5 (＋0.34) ＋9.0 ＋6.3 ＋5.8 ＋3.1

2007 ＋1.8 ＋2.2 ▲18.8 ＋5.9 (▲0.13) ＋1.6 (＋0.95) ＋9.3 ＋2.5 ＋4.5 ＋2.7

2008 ▲0.3 ▲0.3 ▲24.0 ▲0.7 (▲0.62) ＋2.8 (＋0.73) ＋5.7 ▲2.6 ＋1.7 ＋1.9

2009 ▲2.8 ▲1.6 ▲21.2 ▲15.6 (＋0.16) ＋3.1 (＋1.06) ▲8.8 ▲13.7 ▲2.0 ＋0.8

2010 ＋2.5 ＋1.9 ▲2.5 ＋2.5 (＋0.76) ＋0.1 (▲0.58) ＋11.9 ＋12.7 ＋3.8 ＋1.2

2011 ＋1.6 ＋2.3 ＋0.5 ＋7.7 (＋0.20) ▲3.0 (▲0.03) ＋6.9 ＋5.5 ＋3.7 ＋2.1

2012 ＋2.3 ＋1.8 ＋13.5 ＋7.2 (▲0.48) ▲1.4 (＋0.26) ＋3.3 ＋2.3 ＋4.2 ＋1.8

2013 ＋2.2 ＋2.4 ＋11.9 ＋3.0 (＋0.54) ▲2.0 (＋0.26) ＋3.0 ＋1.1 ＋3.7 ＋1.5

12/1Q ＋2.2 ＋2.8 ＋25.5 ＋5.9 (▲0.20) ▲2.7 (▲0.11) ＋1.3 ＋1.8 ＋4.4 ＋2.1

12/2Q ＋1.6 ＋1.3 ＋4.3 ＋4.4 (＋0.27) ▲0.4 (▲0.04) ＋4.8 ＋4.0 ＋3.5 ＋1.8

12/3Q ＋2.5 ＋1.9 ＋14.0 ＋0.8 (▲0.19) ＋2.7 (＋0.39) ＋2.1 ▲0.6 ＋4.4 ＋2.1

12/4Q ＋0.1 ＋1.9 ＋20.3 ＋3.6 (▲1.80) ▲6.0 (＋0.79) ＋1.5 ▲3.4 ＋1.6 ＋1.3

13/1Q ＋2.7 ＋3.6 ＋7.8 ＋1.5 (＋0.70) ▲3.9 (▲0.08) ▲0.8 ▲0.2 ＋4.2 ＋1.3

13/2Q ＋1.8 ＋1.8 ＋19.0 ＋1.6 (＋0.30) ＋0.2 (▲0.54) ＋6.3 ＋8.5 ＋2.9 ＋1.2

13/3Q ＋4.5 ＋2.0 ＋11.2 ＋5.5 (＋1.49) ＋0.2 (＋0.59) ＋5.1 ＋0.6 ＋6.2 ＋1.7

13/4Q ＋3.5 ＋3.7 ▲8.5 ＋10.4 (▲0.34) ▲3.8 (＋1.08) ＋10.0 ＋1.3 ＋5.0 ＋1.5

14/1Q ▲2.1 ＋1.2 ▲5.3 ＋1.6 (▲1.16) ▲0.8 (▲1.66) ▲9.2 ＋2.2 ▲0.8 ＋1.3

14/2Q ＋4.0 ＋2.5 ＋7.5 ＋5.5 (＋1.66) ＋1.6 (▲0.61) ＋9.5 ＋11.7 ＋6.0 ＋2.0

（注）数字は前期比年率伸び率。但しカッコ内は対実質ＧＤＰ寄与度（前期比年率ベース）

【速報】 
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